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『平成 28 年度食育白書』の概要と特徴  
 2017 年 5 月 30 日、「平成 28 年度食育推進方策」いわゆる『平成 28 年度食育白書』（以
下、『食育白書』）が公表された。『食育白書』では、第 1 部（特集）で、栄養バランスに配
慮した食生活や農林漁業体験を通じた食育実践のほか、都道府県や市町村における食育推
進計画の作成状況などが取りあげられている。次いで第 2 部では、第 3 次食育推進基本計






 「日本農業新聞」（2017 年 5 月 31 日付）によれば、『食育白書』の内容紹介記事のなか
で、以下の 3 点が注視されている。記事の見出しは、「増える地場産給食  「農業体験で意
識向上」鮮明」である。  
 第 1 点は、食生活の動向において、「主食（ごはん・パン・麺）」、「主菜（野菜・きのこ・
いも・海藻料理）」、「副菜（肉・魚・卵・大豆料理）」を組み合わせた食生活を毎日できて
いる人は男性で 53.0％、女性で 64.9％と減少傾向にあること、また朝食を食べない人は 20
歳以上の男女で 11.4％と横ばいで推移していること。これらから食生活には課題もみられ
ると指摘している。第 2 点は、学校給食で使う地場産食材の割合が 30％を超える都道府県
（文部科学省「学校給食栄養調査報告」）は 28 となり、2015 年度に過去最高になったと紹
介している。ただし、2015 年度全国平均の使用率は 26.9％で前年度と同じ割合である（な
お、同年度全国平均の国産食材の使用率は 77.7％で前年度より 0.4 ポイント上昇してい
る）。第 3 点は、農林水産省「食生活及び農林漁業体験に関する調査」結果（2016 年 10～




た人は 65.4％と、同 25.2 ポイント高かった」と述べている。  
 
理事長のごあいさつ 



















 ここで、本県の農業産出額（2014 年度：952 億円）の部門別構成をみよう。果実が 581
億円（構成比：61.0％）と６割余りを占め、次いで野菜が 155 億円（同：16.3％）、米が 76











- 4 - 
 
「食育」の本旨と目的 




























 食育基本法にもとづく国の食育推進基本計画はすでに第 3 次計画（計画期間：2016 年度
～2020 年度）が策定されている。食育基本法制定以降の食料自給率（供給熱量食料自給率：
カロリーベース）の動向をみると、2005 年度の 40％から 2015 年度（概算値）の 39％へ
とむしろ微減で推移している。 
 和歌山県では第 2 次食育推進計画『食べて元気、わかやま食育推進プラン』（和歌山県食
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 食育基本法にもとづく国の食育推進基本計画はすでに第 3 次計画（計画期間：2016 年度
～2020 年度）が策定されている。食育基本法制定以降の食料自給率（供給熱量食料自給率：
カロリーベース）の動向をみると、2005 年度の 40％から 2015 年度（概算値）の 39％へ
とむしろ微減で推移している。 
 和歌山県では第 2 次食育推進計画『食べて元気、わかやま食育推進プラン』（和歌山県食
育推進会議、計画期間：2012 年度～2017 年度）が 2013 年 3 月に策定され、県内各地で
食育活動が推進されている。ちなみに、本県の食育の推進目標（具体的な数値目標）であ
る学校給食における地場農産物を使用する割合（品目ベース）は、現状値（ 2011 年度）
30.2％、目標値（2017 年度）40％と定められている。 
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